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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重
要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第90期 

第３四半期連結 
累計期間 

第91期 
第３四半期連結 
累計期間 

第90期 

会計期間 自平成23年４月１日 
至平成23年12月31日 

自平成24年４月１日 
至平成24年12月31日 

自平成23年４月１日 
至平成24年３月31日 

売上高(百万円)  247,216  224,650  337,158

経常利益(百万円)  16,008  9,170  22,755

四半期(当期)純利益(百万円)  9,066  5,262  13,897

四半期包括利益又は包括利益 
（百万円） 

 6,036  7,176  14,997

純資産額 (百万円)  93,803  107,553  102,761

総資産額 (百万円)  288,271  304,268  301,348

１株当たり四半期(当期)純利益金
額(円) 

 41.01  23.81  62.87

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額（円） 

 －  －  －

自己資本比率(％)  31.7  34.5  33.2

回次 
第90期 

第３四半期連結 
会計期間 

第91期 
第３四半期連結 
会計期間 

会計期間 自平成23年10月１日 
至平成23年12月31日 

自平成24年10月１日 
至平成24年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額(円)  8.68  6.03

２【事業の内容】 
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 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載
した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 文中に記載した将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子
会社）が判断したものであります。 

（1）業績の状況 
 当社製品の主要な需要先である国内の自動車業界は、軽自動車やハイブリッド車が好調だったことから、生産台数
は前年同期比10.4％上回りました。一方建設機械業界は、内需は対前年同期比20.7％増加となりましたが、輸出が
15.7％減少した結果、出荷額は全体で5.7％減少いたしました。 
  当社グループの売上高につきましては、2,246億円と前第３四半期連結累計期間に比べ225億円の減収となりまし 
た。これは、自動車向け製品は微減でしたが、建設機械向け製品が中国における需要減の影響から、前第３四半期連
結累計期間に比べ22.0％の大幅減となったことによるものです。 
 営業利益につきましては、グループ全体で原価低減活動を主とする事業構造改革を強力に推し進めましたが、建設
機械向けを中心とした大幅な売上減少により、前第３四半期連結累計期間に比べ87億円減益の77億円となりました。
 四半期純利益につきましては、前第３四半期連結累計期間に比べ38億円減益の52億円となりました。 
  
 当第３四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は以下のとおりです。 
 なお、以下の説明における各セグメントの売上高は、外部顧客に対するものであり、各セグメントのセグメント利
益はセグメント間取引消去前のものであります。  
  
① ＡＣ（オートモーティブコンポーネンツ）事業セグメント 
 当セグメントは、四輪車用油圧緩衝器が増加したものの、二輪車用油圧緩衝器と四輪車用油圧機器の売上高が減少
しました。 
 以上の結果、当セグメントの売上高は1,336億円と前第３四半期連結累計期間に比べ1.5％の減少となり、営業利益
は36億円と前第３四半期連結累計期間に比べ12億円の減益となりました。 
  
② ＨＣ（ハイドロリックコンポーネンツ）事業セグメント 
 当セグメントは、特に中国を主とする需要減の影響を受け、産業用油圧機器を中心に売上高が大幅に減少しまし
た。 
 以上の結果、当セグメントの売上高は806億円と前第３四半期連結累計期間に比べ22.0％の減少となり、営業利益
は35億円と前第３四半期連結累計期間に比べ76億円の減益となりました。 
  
③ 特装車両事業およびその他製品 
 当セグメントは、ミキサー車の需要回復により売上高が増加しました。 
 以上の結果、当セグメントの売上高は103億円と前第３四半期連結累計期間に比べ26.8％の増加となり、営業利益
は５億円と前第３四半期連結累計期間に比べ１億円の増益となりました。 
  
 財政状態につきましては、総資産が3,042億円と前連結会計年度末に比べ29億円の増加となりました。流動資産は
売上高の減少により受取手形及び売掛金が減少し、また新規設備投資等により現金及び預金や短期貸付金（現先取
引）が減少したことから192億円減少の1,602億円となりました。固定資産は、新規設備投資により有形固定資産が増
加し、221億円増加の1,440億円となりました。 
負債は、生産量の減少による買掛金の減少等により、18億円減少の1,967億円となりました。 
純資産は、利益剰余金が32億円増加したこと等により、47億円増加の1,075億円となりました。   

    

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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（2）事業上および財務上の対処すべき課題 
 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会
社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 
  
会社の支配に関する基本方針 
①基本方針の内容 
 上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模
買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様
の自由な意思により判断されるべきであると考えます。 
 しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大規模買付
提案またはこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。 
 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源
泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期
的に確保し、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を
毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針
の決定を支配する者として不適切であると考えます。 

②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 
ⅰ）「中期的経営戦略」による企業価値向上への取組み 
 当社は『ＫＹＢグループ力をもって、グローバルで戦い、世界で勝つ』をスローガンに掲げ、平成23年度から平成
25年度を対象期間とする中期会社方針を策定しており、体質強化のための原価低減活動を通じて鍛え上げてきた筋肉
を成長戦略に振り向け、グローバルで高い利益を稼げる企業を目指しております。 
 具体的施策は以下のとおりです。 
(a)ＡＣ（オートモーティブコンポーネンツ）事業 
  海外事業と市販ビジネスの拡大 
(b)ＨＣ（ハイドロリックコンポーネンツ）事業 
  グローバルでの生産体制整備（特に中国増産体制整備） 
(c)電子技術の強化 
  設立された電子技術センターにて車載用電子制御技術の蓄積 
(d)人財育成 
  グローバル成長戦略を支える世界の何処でも戦える人財の確保 
(e)技術・商品開発 
  国内開発拠点の強化と海外拠点開発体制の確立 
(f)モノづくり 
   リードタイム半減活動による棚卸資産低減と生産性向上 
(g)マネジメント 
   欧州・中国・北米地域統轄体制を構築して統轄会社の権限を高め、地域での意思決定を迅速化  

  
ⅱ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
 当社およびグループ企業の価値の継続的増大を目的に、コーポレート・ガバナンスを強化し、経営の健全性の向上
に努めてまいります。 
(a)役員と従業員が企業活動を遂行する上で遵守しなければならないルールとして「企業行動指針」を整備し、法令
遵守と企業倫理の確立に努めております。全グループ企業を対象とする社内通報制度（即報・目安箱）を整備
し、さらに公益通報者保護法の施行を受け、専用の通報・相談窓口を設置しております。 

(b)当社は監査役会設置会社を採用しております。当社取締役会は原則として１ヶ月に１回開催（監査役も毎回出
席）し、取締役会規則に定められた詳細な付議事項について積極的な議論を行っております。また、監査役会
は、監査役のうち２名を社外監査役とし、監査の透明性、公平性を確保しております。 

  
(c)当社を取り巻く環境の変化やグローバル化に的確に対応するため、更なるコーポレート・ガバナンスの強化およ
び意思決定の迅速化、業務執行の効率化を図る目的で、平成23年６月に執行役員制度を導入致しました。 
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   ③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取
組み 
 企業価値ひいては株主共同の利益の中長期的な向上または確保を目指す当社の経営にあたっては、幅広いノウハウ
と豊富な経験、並びに顧客、従業員および取引先等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が不
可欠です。これら当社の事業特性に関する十分な理解がなくては、株主の皆様が将来実現することのできる株主価値
を適切に判断することはできません。突然大規模な買付行為がなされたときに、大規模な買付を行う者の提示する当
社株式の取得対価が当社の企業価値ひいては株主共同の利益と比べて妥当か否か、を株主の皆様が短期間の内に適切
に判断するためには、大規模な買付を行う者および当社取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供されることが
不可欠であり、当社株式をそのまま継続保有することを考える株主の皆様にとっても、大規模な買付を行う者が考え
る当社の経営に参画したときの経営方針や事業計画の内容等は、その継続保有を検討するうえで重要な判断材料であ
ります。同様に、当社取締役会が当該大規模な買付行為についてどのような意見を有しているのかも、株主の皆様に
とっては重要な判断材料となると考えます。 
 これらを考慮し、「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」を平成22年６月25日開催の第88期定時
株主総会において株主の皆様のご承認を賜り継続しております。これにより、大規模な買付行為に際しては、大規模
な買付を行う者から事前に情報が提供され、当社取締役会は、かかる情報が提供された後、大規模な買付行為に対す
る当社取締役会としての意見を、必要に応じて独立した外部専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計
士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を受けながら慎重に検討したうえで公表いたします。さらに、
当社取締役会は、必要と認めれば、大規模買付提案の条件の改善交渉や株主の皆様に対する代替案の提示も行いま
す。かかるプロセスを経ることにより、株主の皆様は当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模な買付を行う者の
提案と当社取締役会から代替案が提示された場合にはその代替案を検討することが可能となり、最終的な判断を決定
するために必要な情報と機会を与えられることとなります。 
 当社は、この買収防衛策の詳細を平成22年４月22日付で「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の
継続について」として公表致しました。この適時開示文書の全文は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレ
スhttp://www.kyb.co.jp）に掲載しております。 

④上記②③の取組みについての取締役会の判断およびその判断に係る理由 
 当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては株主共
同の利益を向上させるための取組みとして、上記②③の施策を実施しております。これらの取組みは、上記①の基本
方針の内容の実現に資するものであり、また、以下の諸点に照らして、上記①の基本方針に沿い、当社の株主共同の
利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 
ⅰ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 
 当社買収防衛策は、経済産業省および法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保ま
たは向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前
開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。 
 また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏ま
えた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。 
ⅱ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 
 当社買収防衛策は、当社株式に対する大規模な買付行為がなされた際に、当該大規模な買付行為に応じるべきか否
かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様
のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的
に確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。 
ⅲ）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 
 当社買収防衛策における対抗措置の発動等の運用に際しての実質的な判断は、独立性の高い社外者のみから構成さ
れる独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の
利益に適うように当社買収防衛策の透明な運営が行われる仕組みが確保されています。 
ⅳ）株主意思を重視するものであること 
 当社買収防衛策は、平成22年６月開催の第88期定時株主総会でのご承認により継続したものであり、株主の皆様の
ご意向が反映されております。 
 また、当社買収防衛策は、有効期間の満了前であっても、株主総会において、当社買収防衛策の変更または廃止の
決議がなされた場合には、その時点で変更または廃止されることになり、株主の合理的意思に依拠したものとなって
おります。 
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ⅴ）デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 
 当社買収防衛策は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会により廃止することができるも
のとされており、当社の株式を大量に買付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される当
社取締役会により、当社買収防衛策を廃止することが可能です。従って、当社買収防衛策は、デッドハンド型買収防
衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当
社は期差任期制を採用していないため、当社買収防衛策はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一
度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 
  
（3）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。報告セグメ
ントごとの内訳は、ＡＣ（オートモーティブコンポーネンツ）事業で 百万円、ＨＣ（ハイドロリックコンポー
ネンツ）事業で 百万円となります。 
 なお、当第３四半期連結累計期間において記載すべき重要な事項はありません。 

3,883
2,420

1,352
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  491,955,000

計  491,955,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  222,984,315  222,984,315
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数 
1,000株 

計  222,984,315  222,984,315 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年10月１日～ 
 平成24年12月31日  

 －  222,984  －  19,113  －  4,800

（６）【大株主の状況】 
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す
ることができませんので、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含
まれております。 

②【自己株式等】 

  

（７）【議決権の状況】 

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式    1,935,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

           220,405,000
 220,405 － 

単元未満株式 普通株式        644,315 － － 

発行済株式総数             222,984,315 － － 

総株主の議決権 －  220,405 － 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カヤバ工業㈱ 
東京都港区浜松町
二丁目４番１号 

 1,935,000 －  1,935,000  0.87

計 －  1,935,000 －  1,935,000  0.87
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 該当事項はありません。 
  

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号）に基づいて作成しております。 
  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から
平成24年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半
期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
  

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 36,460 32,993 
受取手形及び売掛金 ※3  86,582 ※3  74,922 

製品 17,121 16,774 
仕掛品 12,229 12,562 
原材料及び貯蔵品 8,581 8,712 
繰延税金資産 3,996 2,747 
短期貸付金 7,042 394 
その他 7,885 11,552 
貸倒引当金 △437 △442 

流動資産合計 179,462 160,216 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 26,864 33,811 
機械装置及び運搬具（純額） 41,537 43,455 
土地 23,341 24,246 
リース資産（純額） 1,767 1,974 
建設仮勘定 5,747 16,730 
その他（純額） 2,302 2,767 
有形固定資産合計 101,562 122,985 

無形固定資産   
のれん 5 4 
ソフトウエア 58 97 
その他 1,109 1,074 
無形固定資産合計 1,173 1,176 

投資その他の資産   
投資有価証券 14,709 15,650 
繰延税金資産 2,865 2,713 
その他 1,625 1,589 
貸倒引当金 △49 △63 

投資その他の資産合計 19,150 19,890 

固定資産合計 121,886 144,051 

資産合計 301,348 304,268 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 ※3  69,596 ※3  57,616 

短期借入金 35,160 39,902 
リース債務 341 387 
未払金 12,006 12,235 
未払法人税等 3,313 433 
設備関係支払手形 ※3  2,721 ※3  8,016 

製品保証引当金 3,339 3,715 
賞与引当金 － 2,159 
役員賞与引当金 159 107 
その他 10,819 7,823 
流動負債合計 137,456 132,398 

固定負債   
長期借入金 43,226 46,078 
リース債務 1,464 1,633 
再評価に係る繰延税金負債 3,965 3,965 
退職給付引当金 10,431 10,652 
役員退職慰労引当金 264 66 
環境対策引当金 222 222 
資産除去債務 354 372 
その他 1,199 1,325 
固定負債合計 61,130 64,316 

負債合計 198,586 196,714 
純資産の部   
株主資本   
資本金 19,113 19,113 
資本剰余金 21,009 21,009 
利益剰余金 61,416 64,689 
自己株式 △544 △546 

株主資本合計 100,995 104,266 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 2,107 2,080 
土地再評価差額金 5,316 5,316 
為替換算調整勘定 △8,283 △6,787 

その他の包括利益累計額合計 △859 609 

少数株主持分 2,626 2,677 
純資産合計 102,761 107,553 

負債純資産合計 301,348 304,268 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 247,216 224,650 
売上原価 199,336 184,315 
売上総利益 47,879 40,334 
販売費及び一般管理費 31,348 32,560 
営業利益 16,530 7,774 

営業外収益   
受取利息 146 93 
受取配当金 374 358 
為替差益 － 765 
受取技術料 134 166 
持分法による投資利益 758 391 
補助金収入等 114 259 
その他 577 852 
営業外収益合計 2,106 2,888 

営業外費用   
支払利息 1,131 1,256 
為替差損 1,190 － 
その他 306 236 
営業外費用合計 2,628 1,492 

経常利益 16,008 9,170 
特別利益   
固定資産売却益 19 87 
関係会社株式売却益 26 － 
投資有価証券売却益 0 － 

特別利益合計 46 87 
特別損失   
固定資産処分損 222 325 
減損損失 120 16 
投資有価証券評価損 3 8 
特別退職金 70 106 
特別損失合計 416 457 

税金等調整前四半期純利益 15,639 8,800 
法人税、住民税及び事業税 3,992 1,772 
法人税等調整額 2,184 1,449 
法人税等合計 6,177 3,222 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,461 5,578 
少数株主利益 395 315 
四半期純利益 9,066 5,262 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,461 5,578 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △590 △26 
為替換算調整勘定 △3,053 1,759 
土地再評価差額金 548 － 
持分法適用会社に対する持分相当額 △328 △135 

その他の包括利益合計 △3,425 1,598 

四半期包括利益 6,036 7,176 
（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 5,915 6,732 
少数株主に係る四半期包括利益 120 443 
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 
 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得
した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 
 これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利
益はそれぞれ132百万円増加しております。 

  

【会計方針の変更】 
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 １．保証債務残高 
(1) 従業員の金融機関からの借入金に対する保証 

  
  

(2) 関係会社の金融機関からの借入金に対する保証 

  
  

 ２．受取手形割引高および裏書譲渡高 

  
  

  ※３．四半期連結会計期間末日満期手形 
 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で
したが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額
は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

住宅建設資金 百万円 0 住宅建設資金 百万円 －

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

P.T. Chita Indonesia 百万円 8 P.T. Chita Indonesia 百万円 4
（RP 百万） 960 （RP 百万） 555

KYB-Mando do Brasil Fabricante 
de Autopecas S.A. 

 219
KYB-Mando do Brasil Fabricante 
de Autopecas S.A. 

 1,204

（EUR 百万） 2 （EUR 百万） 10

  前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

受取手形割引高 百万円 5 百万円 27
受取手形裏書譲渡高  499  500

  前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

受取手形 百万円 681 百万円 384
支払手形  539    293

設備関係支払手形  184  875
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該当事項はありません。 
  

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四
半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額
は、次のとおりであります。 

  
  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 
 配当金支払額 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 
 配当金支払額 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

減価償却費 百万円 9,525 百万円 10,364
のれんの償却額  17  0
負ののれんの償却額  △1  △1

（株主資本等関係） 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 配当額 基準日 効力発生日 配当の原資  

平成23年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 百万円 884 ４円00銭  平成23年３月31日  平成23年６月27日 利益剰余金 

平成23年11月22日 
取締役会 

普通株式 百万円 884 ４円00銭  平成23年９月30日  平成23年12月６日 利益剰余金 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 配当額 基準日 効力発生日 配当の原資  

平成24年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 百万円 1,105 ５円00銭  平成24年３月31日  平成24年６月27日 利益剰余金 

平成24年11月22日 
取締役会 

普通株式 百万円 884 ４円00銭  平成24年９月30日  平成24年12月６日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日） 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：百万円）

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない特装車両事業およびその他の製品を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額 百万円は、セグメント間取引消去であります。 
３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「ＡＣ事業」セグメントにおいて、無錫凱迩必拓普減震器有限公司を完全子会社化した際にのれんが 百
万円生じましたが、当面は業績の回復が難しいと判断したため、減損処理を実施しました。なお、当該事象に

よるのれんの減損処理額は、当第３四半期連結累計期間においては 百万円であります。 
  
（のれんの金額の重要な変動） 

 「ＡＣ事業」セグメントにおいて、無錫凱迩必拓普減震器有限公司を完全子会社化した際にのれんが 百
万円生じましたが、当面は業績の回復が難しいと判断したため、減損処理を実施しました。なお、当該事象に

よるのれんの減損処理額は、当第３四半期連結累計期間においては 百万円であります。 
  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  
報告セグメント 

その他 
（注)１ 合計  調整額 

（注)２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注)３ ＡＣ事業 ＨＣ事業 計  

売上高             

外部顧客への売上高  135,667  103,407  239,074  8,142  247,216  －  247,216

セグメント間の内部売上高又
は振替高  105  1,337  1,443  1,046  2,489  △2,489  －

計  135,772  104,745  240,517  9,188  249,705  △2,489  247,216

セグメント利益 
（営業利益）  4,928  11,187  16,116  333  16,450  80  16,530

80

103

103

103

103
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年12月31日） 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：百万円）

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない特装車両事業およびその他の製品を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額 百万円は、セグメント間取引消去であります。 
３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
（固定資産に係る重要な減損損失） 
「ＡＣ事業」セグメントにおいて、減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第

３四半期連結累計期間においては16百万円であります。 
  

（のれんの金額の重要な変動） 
 該当事項はありません。  
  

  
報告セグメント 

その他 
（注)１ 合計  調整額 

（注)２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注)３ ＡＣ事業 ＨＣ事業 計  

売上高             

外部顧客への売上高  133,680  80,645  214,325  10,325  224,650  －  224,650

セグメント間の内部売上高又
は振替高  1,684  1,799  3,484  822  4,306  △4,306  －

計  135,364  82,445  217,810  11,147  228,957  △4,306  224,650

セグメント利益 
（営業利益）  3,651  3,566  7,218  507  7,726  48  7,774

48
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該当事項はありません。 
  
  

該当事項はありません。 
  
  

該当事項はありません。 
  
  

該当事項はありません。 
  
  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
  
  

該当事項はありません。 
  

（金融商品会計） 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（企業結合等関係） 

（１株当たり情報） 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円01銭 41 円 銭 23 81

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  9,066  5,262

普通株主に帰属しない金額（百万円）   －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  9,066  5,262

普通株式の期中平均株式数（千株）  221,068  221,048

（重要な後発事象） 
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 平成24年11月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額………………………………………884百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月６日 

（注） 平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカヤバ工業株式
会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平
成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カヤバ工業株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
   

以 上 
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年２月12日

カヤバ工業株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 金塚 厚樹   印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 植草 寛    印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 小林 圭司    印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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